
入札公告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。

令和８年１月７日

支出負担行為担当官

東京地方検察庁検事正 竹 内 寛 志

１ 工事概要

品目分類番号

41

工事名

立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事

工事場所

東京都立川市緑町６番地の３ 立川第二法務総合庁舎

工事内容

立川第二法務総合庁舎８階、９階、１０階、ＰＨ階及び階段に設置され

ている照明器具について、ＬＥＤ照明器具に改修するとともに、これに適

合する調光システムを設置する工事とする。

工期

令和９年３月３１日（水）まで

本件入札手続は、下記３に定めるとおり、入札参加申請手続、入札手続

等を電子調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ）(https://www.p-porta

l.go.jp/)）により行う。

なお、電子調達システムにより難い者は、支出負担行為担当官の承認を

得た場合に限り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを書面により行う

こと（本件入札手続において「紙入札方式」という。）ができる。

２ 競争参加資格

予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条及び第71条の規

定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必

要な同意を得ている者は、予決令第70条における特別の理由がある場合に

該当する。



本工事の業種区分（電気工事）において、法務省の令和7・8年度におけ

る建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更生法（平

成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者については、手続開始の決定後、法務省が別に定める手続

に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。

法務省の令和7・8年度における電気工事の一般競争参加資格の認定の際

に算出して得た総合数値が、850点以上（Ｂ等級以上）であること。

次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者（監理技術者にあっ

ては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者）を本工

事に専任で配置することができること。

ア 一級電気工事施工管理技士、二級電気工事施工管理技士又はこれと同

等以上の資格を有する者であること。

イ 所属建設業者から入札の申込みのあった日以前に同建設業者と３か月

以上の雇用関係にあること。

主任技術者又は監理技術者の専任期間は以下のとおりである。

ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの期間については、主任技術者

又は監理技術者の設置を要しない。

イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の

設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）につい

ては、発注者と受注者の間で書面により明確にした場合に限って、主

任技術者又は監理技術者の工事現場での専任を要しない。

ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合

を除く。）事務手続後、後片付け等のみが残っている期間については、

発注者と受注者の間で書面により明確にした場合に限って、主任技術

者又は監理技術者の工事現場での専任を要しない。なお、検査が終了

した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日と

する。

競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日か

ら開札の時までの期間に、平成7年1月23日付け法務省営第191号会計課長

通達「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の制定及び運用につい

て」に基づく指名停止を受けていないこと。

入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。



（入札説明書参照）

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記 の再認定を

受けた者を除く。）でないこと。

警察当局から、暴力団が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる

者として排除要請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の相手方として

不適当であると認めていないこと。

法務省が発注した工事について、予決令第85条に基づく調査基準価格を

下回る価格で契約し、かつ、当該工事の工事成績評定点が65点未満である

場合には、その工事成績評定点の通知日の翌日から法務省が発注する工事

の入札公告の日までの期間が１か月を経過していること。

３ 入札手続等

連絡先 〒100-8903 東京都千代田区霞が関１丁目１番１号

東京地方検察庁事務局会計課国有財産係

電話03-3592-5611（代表）内線3354

入札説明書等の入手期間及び入手方法

ア 入手期間

令和８年１月７日（水）から同年２月２５日（水）まで

イ 入手方法

入札説明書等は、上記 の場所にて交付（行政機関の休日に関する法

律（昭和63年法律第91号）第1条に規定する行政機関の休日（以下「休

日」という。）を除く毎日、午前１０時から午後５時まで。）又は電子

調達システムからダウンロードできる。

なお、遠隔地の場合は、郵送（着払い）による入手申込みも受け付け

る。

申請書の提出期間及び提出方法

ア 提出期間

令和８年１月８日（木）から同月１９日（月）午後２時まで

イ 提出方法

電子調達システムにより提出すること。

なお、紙入札方式による場合は上記 の場所に持参又は郵送（提出期

間内必着）すること。

郵送による場合は、誤配等の場合に対応するため追跡可能な方法（書



留郵便等）を利用すること。

入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

ア 入札

入札書の提出期限

令和８年２月２６日（木）午後３時まで

入札書の提出方法

電子調達システムにより提出すること。

なお、紙入札方式による場合は上記 の場所に持参又は書留郵便等

により郵送（提出期間内必着）すること。

イ 開札

開札の日時

令和８年２月２７日（金） 午前１０時３０分

開札の場所

〒100-8903 東京都千代田区霞が関１丁目１番１号

東京地方検察庁１１階第二共用会議室又は電子調達システム

４ その他

手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、時間は日本の標準

時及び単位は計量法（平成4年法律第51号）による。

入札保証金

免除

契約保証金

納付（保管金の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の

内支店））。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証

金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証

を付し、又は履行保証保険の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免

除する。

入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚

偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効

とする。

落札者の決定方法

予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。



ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該

契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるお

それがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価額をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を落札者とすることがある。

おって、落札者となるべき者の入札価格が予決令第85条に基づく調査基

準価格を下回る場合は、予決令第86条の調査を行うものとする。

配置予定技術者の確認等

落札者決定後、工事実績情報システム等により配置予定技術者の専任制

違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。また、長期入

院、死亡、退職等極めて特別な場合でやむを得ないものとして承認された

場合のほかは、資料の差し替えは認められない。資料の提出期限の翌日以

降において、長期入院等の特別な理由により、やむを得ず配置予定技術者

を変更する場合は、資格と同種又は類似工事の経験等の総合評価について、

当初の配置予定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得た上で配置しな

ければならない。

手続における交渉の意図の有無

無

契約書の作成の要否

要

本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方

との随意契約により締結する予定の有無

無

関連情報を入手するための照会窓口

上記３ に同じ。

一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

上記２ に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記３

により申請書を提出することができるが、競争に参加するためには、開札

の時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受け

ていなければならない。

詳細は入札説明書による。



 第４号様式

 

 競争参加資格確認結果

 

 １　業務名　　　　立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事

 ２　部局名 東京地方検察庁事務局会計課国有財産係        

 ３　入札公告日 令和８年１月７日    

 ４　競争参加資格確認結果通知期限日　　令和８年１月２９日

                  

　資 格 確 認 申 請 者 　資 格 の 有 無 　資 格 が な い と 認 め た 理 由

東陽電気工事（株） 有 

工藤電業（株） 有 

成電工（株） 有 

川北電気工業（株） 有 

浅海電気（株） 有 

    

（備考）１　「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場には「有」と記載し、資

 　　　　　格がないと認めた場合には「無」と記載する。

　　　　２　「資格がないと認めた理由」の欄には、競争参加資格確認通知書と同様の

 　　　　　内容を記載する。



 

 

 

 

 

 予 定 価 格 調 書     
 

 

 

 

 金７７，２６１，８００円
 （う ち 消 費 税 相 当 額　　　　７，０２３，８００円）

 （入 札 書 比 較 参 考 額　　　７０，２３８，０００円）

 

 （調 査 基 準 価 格　　　　７１，０７１，０００円）

 （調査基準価格の 　　　　６４，６１０，０００円）100/110
 

 

 ただし、立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事　　　　

 

 

 

 

 

 

 

 

            
         令和８年２月１２日

 

 

 支出負担行為担当官

 東京地方検察庁検事正　竹　内　寛　志

 　　　　　



立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事



　　金　　　 円　

　（工事価格　金　 円）

　（調査基準価格　金　 円）

　（調査基準価格の100/110　金　 円）

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

直接工事費

　　直接工事費 1 式 52,797,038 別紙のとおり

小　　計 52,797,038

共通費

　　共通仮設費 1 式 3,940,907 別紙のとおり

　　現場管理費 1 式 5,997,471 別紙のとおり

　　一般管理費 1 式 7,503,493 別紙のとおり

小　　計 17,441,871

70,238,909

70,238,000 千円未満切り捨て

10 ％ 7,023,800

77,261,800

77,261,800

70,238,000

消　　　費　　　税

合　　　　　　　　計

71,071,000

64,610,000

小　　　　　　　　計

工 　事 　価　 格



　　（科目別内訳）

名称 摘要 数量 単位 （定価） 単価 金額 備考

《直接工事費》

立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事

　1-1.LED照明器具（８階）

LED照明器具 FBS5-321PH 2 台 23,800 16,660 33,320

LED照明器具 FRS15-321PH 24 台 34,800 24,360 584,640

LED照明器具 FRS15-321PH( 開 口 150 × 1235
H107) 10 台 34,800 24,360 243,600

LED照明器具 FRS15-322PH 4 台 45,400 31,780 127,120

LED照明器具 FRS15L5-322PX 181 台 61,500 43,050 7,792,050

LED照明器具 FRS21-H241PN 8 台 25,800 18,060 144,480

LED照明器具 FRS21-H321PN 19 台 25,800 18,060 343,140

LED照明器具 FRS21-H421PN 37 台 31,900 22,330 826,210

LED照明器具 FSR2-322PH 5 台 33,600 23,520 117,600

LED照明器具 FSS8-321PH 11 台 23,750 16,625 182,875

LED照明器具 FSS9-321PH 1 台 23,750 16,625 16,625

LED照明器具 SP-12 2 台 19,300 13,510 27,020

LED照明器具 SP-13 3 台 13,800 9,660 28,980

LED照明器具 SP-17 1 台 11,300 7,910 7,910

LED照明器具 SP-23 1 台 64,400 45,080 45,080

LED照明器具 SP-3 2 台 280,600 196,420 392,840

小計 10,913,490

　1-2.照明制御設備（８階）

照明制御装置（親機） 明るさｾﾝｻ・人感ｾﾝｻ内蔵型 44 個 40,500 28,350 1,247,400

照明制御装置（子機） 明るさｾﾝｻ・人感ｾﾝｻ内蔵型 10 個 18,000 12,600 126,000

照明制御装置（親機） 人感ｾﾝｻ内蔵型点滅ﾀｲﾌﾟ 8 個 40,500 28,350 226,800

照明制御装置（子機） 人感ｾﾝｻ内蔵型点滅ﾀｲﾌﾟ 12 個 18,000 12,600 151,200

人感ｾﾝｻｰｽｲｯﾁ（天井
付） 200V親機 8 個 20,000 14,000 112,000

人感ｾﾝｻｰｽｲｯﾁ（天井
付） ｾﾝｻｰ子機（広角型） 7 個 13,500 9,450 66,150

小計 1,929,550

合計（８階） 12,843,040

　2-1.LED照明器具（９階）

LED照明器具 FBS5-321PH 2 台 23,800 16,660 33,320

LED照明器具 FRF9-P454PN 4 台 99,200 69,440 277,760

LED照明器具 FRF9-P454PX 30 台 99,200 69,440 2,083,200

LED照明器具 FRF15-321PH 47 台 34,800 24,360 1,144,920



　　（科目別内訳）

名称 摘要 数量 単位 （定価） 単価 金額 備考

LED照明器具 FRF15-321PX 21 台 37,800 26,460 555,660

LED照明器具 FRS15-322PH 4 台 45,400 31,780 127,120

LED照明器具 FRS15L5-322PH 4 台 61,500 43,050 172,200

LED照明器具 FRS15L5-322PX 58 台 61,500 43,050 2,496,900

LED照明器具 FRS21-H161PN 1 台 25,300 17,710 17,710

LED照明器具 FRS21-H241PN 8 台 25,800 18,060 144,480

LED照明器具 FRS21-H321PN 19 台 25,800 18,060 343,140

LED照明器具 FRS21-H322PN 5 台 25,300 17,710 88,550

LED照明器具 FRS21-H322PX 3 台 29,000 20,300 60,900

LED照明器具 FRS21-H421PN 26 台 31,900 22,330 580,580

LED照明器具 FSR2-322PH 5 台 33,600 23,520 117,600

LED照明器具 FSS8-321PH 11 台 23,750 16,625 182,875

LED照明器具 FSS9-321PH 1 台 23,750 16,625 16,625

LED照明器具 FSS9-322PH 35 台 33,050 23,135 809,725

LED照明器具 FSS9-322PX 21 台 36,050 25,235 529,935

LED照明器具 SP-12 2 台 19,300 13,510 27,020

LED照明器具 SP-13 3 台 13,800 9,660 28,980

LED照明器具 SP-17 1 台 11,300 7,910 7,910

LED照明器具 SP-23 1 台 64,400 45,080 45,080

LED照明器具 SP-3 2 台 280,600 196,420 392,840

小計 10,285,030

　2-2.照明制御設備（９階）

照明制御装置（親機） 明るさｾﾝｻ・人感ｾﾝｻ内蔵型 19 個 40,500 30,400 577,600

照明制御装置（子機） 明るさｾﾝｻ・人感ｾﾝｻ内蔵型 12 個 18,000 13,500 162,000

照明制御装置（親機） 人感ｾﾝｻ内蔵型点滅ﾀｲﾌﾟ 9 個 40,500 30,400 273,600

照明制御装置（子機） 人感ｾﾝｻ内蔵型点滅ﾀｲﾌﾟ 11 個 18,000 13,500 148,500

人感ｾﾝｻｰｽｲｯﾁ（天井
付） 200V親機 8 個 20,000 13,600 108,800

人感ｾﾝｻｰｽｲｯﾁ（天井
付） ｾﾝｻｰ子機（広角型） 6 個 13,500 9,180 55,080

調光ｽｲｯﾁ LED用 5 組 39,350 26,765 133,825

小計 1,459,405

合計（９階） 11,744,435

　3.LED照明器具（10階･PH階･階段）

LED照明器具 FBF7RP-321PH 19 台 84,600 59,220 1,125,180

LED照明器具 FBS5-321PH 1 台 23,800 16,660 16,660



　　（科目別内訳）

名称 摘要 数量 単位 （定価） 単価 金額 備考

階段通路誘導灯 FDS2-SK1-FST15-321PX 43 台 132,000 92,400 3,973,200

LED照明器具 FRS15-322PH(開口220×1235
H80) 2 台 45,400 31,780 63,560

LED照明器具 FRS2-322PH 26 台 33,600 23,520 611,520

LED照明器具 FSS9-322PH 2 台 33,050 23,135 46,270

小計 5,836,390

器具等合計 30,423,865

4.その他直接工事費（8階･9階･10階･PH階･階段共通）

労務費 1 式 18,716,207 18,716,207

消耗雑材料（資材費） 1 式 1,820,966 1,820,966

産廃処分費 1 式 1,836,000 1,836,000

小計 22,373,173

《直接工事費総計》 52,797,038



第７号様式 

 
低入札価格調査の実施概要 

項    目 内         容 
１ その価格により入札し 
 た理由 

本工事の施工場所である立川支部の新営時に電気設備工事を施

工した業者であり、施工条件や現場特性を十分に把握している上、

直接工事費について、長年取引実績のある協力業者及び資材代理

店を活用し、資材の一括購入等により、調達コストの縮減が図れ

るなど。 

２ 契約対象工事付近にお 
 ける手持ち工事の状況 

都立萩山実務学校（６）学校管理棟ほか改築電気設備工事 

３ 契約対象工事に関連す 
 る手持ち工事の状況 

立川法務総合庁舎（仮称）電気設備（電力）工事 

４ 契約対象工事場所と入 
 札者の事業所、倉庫等の 
 関連 

 本工事場所は、事業所から約４１キロの距離である。 

５ 手持ち資材の状況  なし。 

６ 資材購入先及び購入先 
 と入札者の関係 

 長年取引実績のある協力業者である。 

７ 手持ち機械数の状況  なし。 

８ 労務者の具体的供給見 
 通し 

 協力か医者から、電工２５０人の供給を確保している。 

９ 過去に施工された公共 
 工事名及び発注者 

 過去５年間で９件該当あり。 

10 経営内容  問題なし。 

 



第７号様式 

 項    目 内         容  
11 １から10までの事情聴 
 取した結果についての調 
 査検討 

 入札価格の積算は適切であり、公共工事の施工実績も十分であ

る上、最低価格入札者は、本施工場所の新営時に電気設備工事を

施工した業者であることから、施工能力に問題はないと考えられ、

契約の内容に適合した履行がされると認められる。 

12 入札者の施工した法務 
 省発注工事の成績状況 

 過去１０年間で３件該当あり。 
 
工事名：大島拘置支所新営（電気設備）工事 

評定実施年度：平成２９年度 

評定点：６６ 

 

工事名：喜連川少年院改修（電気設備）第１期工事 

評定実施年度：平成３１年度 

評定点：８０ 

 

工事名：平成３１年度喜連川少年院改修（電気設備）第２期工事 

評定実施年度：令和２年度 

評定点：７２ 
13 経営状況 

公表しないこととする。 

14 信用状況 
 (1) 建設業法違反の有無 
 該当なし。 
 (2) 賃金不払いの状況 
 不払いの事実は確認されない。 
 (3) 下請け代金の支払遅延状況 
 支払遅延の事実は確認されない。 
 (4) その他 

 問題なし。 
15 その他 

 なし。 

 



第８号様式の１

令和8年2月26日 午後3時00分 開札日時 午前10時30分

１回 ２回

千円

調査基準価格（税抜価格） 千円

令和8年3月10日

入札日時　 令和8年2月27日

入　　札　　者
法　人　番　号

見積１回 見積２回

入　札　調　書

件　　　名 立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事

入札及び開札の場所 東京地方検察庁事務局会計課執務室

金額（千円） 金額（千円）

法人番号8010701006980

2
川北電気工業(株)

36,900 落札

1
東陽電気工事(株)

辞退

法人番号1180001035290

法人番号8120001059958

4
成電工（株）

辞退
法人番号5010901014290

3
浅海電気（株）

76,000

法人番号9040001127747

6

5
工藤電業（株）

辞退

8

7

9

10

落札決定の理由
　調査基準価格を下回ったため、低入札価格調査を実施したところ、契約の内容に
適合した履行がされると認められるため、落札決定を行った。

備　　　　　考

　会計法第２９条の３第１項による一般競争
　低入札価格調査制度対象工事

　当該金額に10％に相当する額（消費税相当額）を加算した金額が、法律上の入札
（見積）金額である。

予 定 価 格 （税抜価格） 70,238

64,610

立　会　者 検察事務官 井 上 信 一

入札執行者 検察事務官 澤 田 夕 城



第９号様式 

 

契約の内容 

 

 契約年月日  令和８年３月１２日 

 契約業者名  川北電気工業株式会社 

 契約業者の住所  愛知県名古屋市中区栄４丁目６番２５号 

 業務の名称  立川第二法務総合庁舎照明設備改修工事 

 業務場所  東京都立川市緑町６番地の３立川第二法務総合庁舎 

 業務区分  電気工事 

 業務概要  立川第二法務総合庁舎８階、９階、１０階、ＰＨ階及

び階段に設置されている照明器具について、ＬＥＤ照明

器具に改修するとともに、これに適合する調光システム

を設置する工事とする。 

 履行期間（自）～（至）  令和８年３月１３日～令和９年３月３１日 

 契約金額  40,590,000円 

 


